
第 1 0 6 5回 教 育 委 員 会 

 

平成30年12月25日  

県庁舎教育委員室  

 

１ 開   会    午後１時 

 

２ 会期の決定 

 

３ 報   告 

（１） 「来訪神：仮面・仮装の神々」のユネスコ無形文化遺産登録について 

（文化財・生涯学習課） 

（２） 平成31年度山形県立米沢工業高等学校専攻科入学者選抜第２次募集

について                     （高校教育課） 

（３） 鶴岡市内の県立高校再編整備に係る関係者懇談会のまとめについて 

（高校教育課高校改革推進室） 

（４） 山形県における運動部活動の在り方に関する方針について 

（スポーツ保健課） 

（５） 平成30年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果について 

（スポーツ保健課） 

 

４ 議   題 

議第１号 山形県体育館及び山形県武道館の指定管理者の指定について 

（スポーツ保健課） 

議第２号 山形県青年の家の指定管理者の指定について 

（文化財・生涯学習課生涯学習振興室） 

議第３号 山形県朝日少年自然の家の指定管理者の指定について 

（文化財・生涯学習課生涯学習振興室） 

議第４号 教職員の人事について             （教職員課） 

 

５ 閉   会 



 

「遊佐の小正月行事（アマハゲ）」を含む「来訪

らいほう

神

しん

：仮面・仮装の神々」の

ユネスコ無形文化遺産登録について 

 

１．概 要                                   

  昨年３月に、ユネスコ無形文化遺産登録（代表一覧表記載）に向けて文化庁からユ

ネスコ事務局に提出した、本県の「遊佐の小正月行事（アマハゲ）」を含む「来訪神：

仮面・仮装の神々」の提案について、11 月 29 日（木）、ユネスコ無形文化遺産保護

条約政府間委員会において「記載」の決議がなされた。 

※ユネスコ無形文化遺産登録は県内２件目 

 

２．登録までの経緯                                   

平成 21 年  ９月 ユネスコ無形文化遺産保護条約第４回政府間委員会（アブダビ・

アラブ首長国連邦）において「甑島のトシドン」がユネスコ無形

文化遺産に登録。 

平成 23 年 11 月 同第６回政府間委員会（バリ・インドネシア）において「男鹿の

ナマハゲ」が「情報照会」の決定。 

平成 28 年  ３月 「甑島のトシドン」を拡張し、「男鹿のナマハゲ」を含む国指定重

要無形民俗文化財を「来訪神：仮面・仮装の神々」としてグルー

プ化して提案。 

平成 28 年  ６月 ユネスコの審査件数の上限（５０件）を上回る提案（５６件）が

各国よりあったため、無形文化遺産の登録がない国の審査を優先

するという国際ルールに基づき、日本からの提案（「来訪神：仮

面・仮装の神々」）の審査が１年先送り。 

平成 29 年  ３月 「来訪神：仮面・仮装の神々」を再提案。 

※提案概要は別紙１のとおり。 

平成 30 年 10 月 「来訪神：仮面・仮装の神々」について評価機関より「記載」の

勧告。 

平成 30 年 1１月 第１３回政府間委員会（ポートルイス・モーリシャス）において

「来訪神：仮面・仮装の神々」について「記載」の決議。 

 

３．「遊佐の小正月行事（アマハゲ）」の概要                                  

 別紙２のとおり 

 

＜参考資料＞                                  

 ユネスコ無形文化遺産について（文化庁） 

平成 30 年 12 月 25 日 

文化財・生涯学習課 
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「来訪神：仮面・仮装の神々」の提案概要 

 

１．名  称 

  来訪神：仮面・仮装の神々 

 

２．内  容 

  仮面･仮装の異形の姿をした者が，「来訪神」として正月などに家々を訪れ，

新たな年を迎えるに当たって怠け者を戒めたり，人々に幸や福をもたらし

たりする行事。 

 

３．分  野 

  年中行事（儀式 rituals ） 
 

４．構  成 

  国指定重要無形民俗文化財である「来訪神」行事 10 件 

   ・甑島（こしきじま）のトシドン（鹿児島県薩摩川内市） 

   ・男鹿（おが）のナマハゲ（秋田県男鹿市） 

   ・能登（のと）のアマメハギ（石川県輪島市・能登町） 

   ・宮古島（みやこじま）のパーントゥ（沖縄県宮古島市） 

   ・遊佐（ゆざ）の小正月行事（山形県遊佐町） 

   ・米川（よねかわ）の水かぶり（宮城県登米市） 

   ・見島（みしま）のカセドリ（佐賀県佐賀市） 

   ・吉浜（よしはま）のスネカ（岩手県大船渡市） 

   ・薩摩硫黄島（さつまいおうじま）のメンドン（鹿児島県三島村） 

   ・悪石島（あくせきじま）のボゼ（鹿児島県十島村） 

 

５．保護措置 

  伝承者養成，記録作成，用具修理・新調，普及促進 等 

 

６．提案要旨 

 ○「来訪神：仮面・仮装の神々」は，正月など年の節目となる日に，仮面・仮

装の異形の姿をした者が「来訪神」として家々を訪れ，新たな年を迎えるに

当たって怠け者を戒めたり，人々に幸や福をもたらしたりする行事である。 

   

○「来訪神」行事は，伝承されている各地域において，時代を超え，世代から

世代へと受け継がれてきた年中行事であり，それぞれの地域コミュニティで

は，「来訪神」行事を通じて地域の結びつきや，世代を超えた人々の対話と

交流が深められている。 

  

○「来訪神：仮面・仮装の神々」のユネスコ無形文化遺産代表一覧表への記載

は，地域の人々の絆（きずな）としての役割を果たしている無形文化遺産の

保護・伝承の事例として，国際社会における無形文化遺産の保護の取組に大

きく貢献するものである。 

 

（別紙１） 
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（別紙２） 

「遊佐の小正月行事（アマハゲ）」について 

１ 名 称 ： 遊佐の小正月行事 

２ 所 在 地 ： 山形県遊佐町 

３ 重要無形民俗文化財指定年月日：平成１１年１２月２１日 

４ 保護団体 ： 遊佐のアマハゲ保存会 

５ 概要 ：  

遊佐の小正月行事は、山形県遊佐町に伝承される、正月に行われる行事であ

る。当地では、正月中の所定の日（1・3・6 日など）の晩になると、アマハゲ

と称する神が人里を訪れるとされ、家々を巡り歩き、新年を祝福する。昭和 10 

年頃までは一様に旧暦の小正月（1 月 15 日）に行われていた。 

囲炉裏

い ろ り

などで長く暖をとっていると、手足に火斑

ひ だ こ

ができるが、これを当地で

はアマゲといい、何もしない怠惰の表れと解している。アマハゲはそのアマゲ

を剝ぎとる、アマゲ剝ぎに由来するとされ、怠惰を戒めるの意からそう呼ぶよ

うになったという。 

アマハゲは、赤鬼や青鬼などの面を着け、藁

わら

で編んだケンダンと称するもの

を幾重にも身に巻きつけ、若者たちが扮

ふん

する。多くは、太鼓打ちとアマハゲ数

名が一団となって巡るが、家に入ると戸主と新年の祝いを交わしたのち、身を

揺すりながら大声をあげ、子供や娘、若嫁や若婿などを威嚇し、やがて太鼓の

合図とともに終える。次に、酒や料理で接待を受けるが、このとき当家とアマ

ハゲの間で餅の授受がある。 

この行事は、年初に当たって神々が訪れ、人びとに祝福を与え、餅をやりと

りするなどして地域の豊 穣

ほうじょう

を約束するといった行事である。類似の行事は全国

に分布するが、なかでも遊佐のアマハゲは、我が国の民間信仰や神観念の形態

をよく示しており、山形県庄内地方の来訪神行事の典型例として重要である。 
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ユネスコ無形文化遺産について
2018年11月現在

※世界遺産条約【有形遺産】（1972年採択，1975年発効）

２００３年 無形文化遺産保護条約 採択 〔2004年 日本締結（世界で３番目）， 2006年 発効〕

【目 的】

条約の概要

■ 無形文化遺産の保護
■ 無形文化遺産の重要性及び相互評価の重要性に関する意識の向上 等

【内 容】

締約国数：１７８

■ 「人類の無形文化遺産の代表的な一覧表」（代表一覧表）の作成
■ 「緊急に保護する必要のある無形文化遺産の一覧表」の作成
■ 無形文化遺産基金による国際援助 等

我が国の無形文化遺産登録（代表一覧表記載）状況等

2008
のうがく にんぎょうじょうるりぶんらく かぶき

能楽 人形浄瑠璃文楽 歌舞伎

2009
ががく おぢやちぢみ・えちごじょうふ

雅楽 小千谷縮・越後上布【新潟】
こしきじまのとしどん おくのとのあえのこと はやちねかぐら あきうのたうえおどり

甑島のトシドン【鹿児島】 奥能登のあえのこと【石川】 早池峰神楽【岩手】 秋保の田植踊【宮城】
ちゃっきらこ だいにちどうぶがく だいもくたて あいぬこしきぶよう

チャッキラコ【神奈川】 大日堂舞楽【秋田】 題目立【奈良】 アイヌ古式舞踊【北海道】

2010
くみおどり ゆうきつむぎ

組踊 結城紬【茨城・栃木】

2011
みぶのはなたうえ さだしんのう ほんみのし ちちぶまつりのやたいぎょうじとかぐら たかやままつりのやたいぎょうじ おがのなまはげ

壬生の花田植【広島】 佐陀神能【島根】 【情報照会】 本美濃紙，秩父祭の屋台行事と神楽，高山祭の屋台行事，男鹿のナマハゲ

2012
なちのでんがく

那智の田楽【和歌山】

2013
わしょく にほんじんのでんとうてきなしょくぶんか

和食；日本人の伝統的な食文化

2014
わし にほんのてすきわしぎじゅつ せきしゅうばんし ほんみのし ほそかわし

和紙：日本の手漉和紙技術 【石州半紙，本美濃紙，細川紙】

2016
やまほこやたいぎょうじ

山・鉾・屋台行事

提案中
らいほうしん かめんかそうのかみがみ

来訪神：仮面・仮装の神々

提案中 でんとうけんちくこうしょうのわざ もくぞうけんぞうぶつをうけつぐためのでんとうぎじゅつ

伝統建築工匠の技：木造建造物を受け継ぐための伝統技術

登録までの流れ

■締約国からユネスコに申請（毎年３月）

■評価機関による審査

■政府間委員会において決定 （翌年11月頃）

① 記載（inscribe）

② 情報照会（refer）⇒ 追加情報の要求

③ 不記載（not to inscribe）

登録基準

〔毎年，各国１件の審査件数の制限〕
＊2018・2019年は2年に1件の審査保障
＊無形文化遺産の登録のない国の審査を優先

■ 申請国は，申請書において，代表一覧表への記載申請案件が，次のすべての条件を
満たしていることを証明するよう求められる。

１．申請案件が条約第２条に定義された「無形文化遺産」を構成すること。

２．申請案件の記載が，無形文化遺産の認知，重要性に対する認識を確保し，対話を誘発し，
よって世界的に文化の多様性を反映し且つ人類の創造性を証明することに貢献するもの
であること。

３．申請案件を保護し促進することができる保護措置が図られていること。
４．申請案件が，関係する社会，集団および場合により個人の可能な限り 幅広い参加

および彼らの自由な，事前の説明を受けた上での同意を伴って提案されたものであること。
５．条約第１１条および第１２条に則り，申請案件が提案締約国の領域内にある無形文化遺産

の目録に含まれていること。

（a）口承による伝統及び表現 （b）芸能 （c）社会的慣習，儀式及び祭礼行事
（d）自然及び万物に関する知識及び慣習 （ｅ）伝統工芸技術

＜無形文化遺産保護条約運用指示書（抜粋）＞

※2009年に無形文化遺産に登録された京都祇園祭の山鉾行事【京都】，日立風流物【茨城】に，国指定重要無形民俗文化財で
ある秩父祭の屋台行事と神楽【埼玉】，高山祭の屋台行事【岐阜】など31件を追加し，計33件の行事として拡張登録。

※2009年に無形文化遺産に登録された石州半紙【島根】に国指定重要無形文化財
（保持団体認定）である本美濃紙【岐阜】，細川紙【埼玉】を追加して拡張登録。

重要無形文化財

重要無形民俗文化財

文化審議会決定現在 ２１件
世界全体では３９９件

※甑島のトシドンに，重要無形民俗文化財である男鹿のナマハゲ【秋田】，能登のアマメハギ【石川】，宮古島の
パーントゥ【沖縄】，遊佐の小正月行事（アマハゲ）【山形】，米川の水かぶり【宮城】，見島のカセドリ【佐賀】，吉
浜のスネカ【岩手】，薩摩硫黄島のメンドン【鹿児島】，悪石島のボゼ【鹿児島】を追加して拡張提案【2017年3月末
提案】

選定保存技術

※2009年に提案したものの未審査となっていた国の選定保存技術

「建造物修理・木工」に「檜皮葺・杮葺」「建造物装飾」等を追加して
計14件の選定保存技術を提案。【2018年3月末提案。2019年3月末
に再提案予定】
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平成 31 年度山形県立米沢工業高等学校専攻科入学者選抜第２次募集実施要項 

 

山形県教育委員会 

 

平成 31 年度山形県立米沢工業高等学校専攻科入学者選抜第２次募集は、平成 31年度山形県立

高等学校入学者選抜基本方針に定めるもののほか、この要項に定めるところにより実施する。 

 

１１１１    募集募集募集募集定員定員定員定員    

設置学科 コース 募集人員 

生産情報 

情報技術コース 約３名 

生産システムコース 約３名 

生産デザインコース 約２名 

 

２２２２    志願資格志願資格志願資格志願資格    

次の各号の一に該当する者 

(1) 高等学校若しくはこれに準ずる学校又は中等教育学校を、卒業又は平成 30 年３月卒業見

込みの者 

(2) 学校教育法施行規則(昭和 22 年文部省令第 11号)第 150 条の規定により、高等学校を卒業

した者と同等以上の学力があると認められる者 

 

３３３３    募集公告募集公告募集公告募集公告    

県教育委員会の募集についての公告は、平成 30 年 12 月 14 日（金）に県公報によって行う。

県立米沢工業高等学校長は、この公告に基づき募集する。 

 

４４４４    募集要項募集要項募集要項募集要項    

(1) 高等学校では、募集要項に、志願資格、設置学科、入学定員、教育課程の概要、出願手続、

検査日時、検査教科、携行品、受検上の注意、合格発表の日時、入学後の経費に関する記述

等を明確に記載する。 

(2) 高等学校長は、募集要項１部（入学願書も添付）を平成 30 年 12 月 21 日（金）必着で、

県教育庁高校教育課長あて提出する。 

 

５５５５    出願書類の交付出願書類の交付出願書類の交付出願書類の交付    

出願に必要な書類は、県立米沢工業高等学校において交付する。 

 

６６６６    出願期間出願期間出願期間出願期間    

  平成 31 年１月 4 日（金）から同年１月 11 日（金）正午までとする。 

郵送の場合でも締切日時までに必着とする。 

 

７７７７    提出書類提出書類提出書類提出書類    

(1) 入学願書   

学校所定のものに、山形県立学校の授業料等徴収条例（昭和 43年３月県条例第 18 号）に

基づき、入学者選抜手数料として 2,200 円の山形県収入証紙を貼る。ただし、消印はしない

ものとする。 
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(2) 履歴書・身上書   

学校所定のもの。貼付する写真は、最近３か月以内に撮影した正面顔写真とし、脱帽し、

大きさは４cm×５cm のもの。 

(3) 調査書 

高等学校卒業（卒業見込み）の者は、当該高等学校の調査書。 

   高等学校を卒業していない者は、同等以上の学力を証明する書類とする。 

(4) 健康診断書  

学校所定のものとし、平成 30 年４月１日以降に受診したもの。卒業見込みの者は在学校

の健康診断の写しで可とする。 

 

８８８８    選選選選        抜抜抜抜    

提出書類によるほか、次のとおり小論文及び面接（プレゼンテーションを含む）により行う。 

(1) 期 日  平成 31年１月 26 日（土） 

(2) 場 所  県立米沢工業高等学校 

(3) 選考方法 

イ  小論文（50 分） 

ロ  面接（15分程度） 

 

９９９９    合格発表合格発表合格発表合格発表    

 平成 31年１月 30日（水）午後３時予定 

 

10101010    その他その他その他その他    

細部については、平成 31 年度山形県立米沢工業高等学校専攻科入学者選抜第２次募集要項

によることとし、同校に問い合わせること。 
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平成 30 年 12 月   

 

県教育委員会は、平成 29 年 10 月に公表した「田川地区の県立高校再編整備計画＜第２次計

画（骨子案）＞」のうち、鶴岡南高校と鶴岡北高校の統合、加茂水産高校及び庄内農業高校の鶴

岡中央高校への統合、庄内地区への併設型中高一貫教育校の設置の３点について、継続して検討

するため、鶴岡市内の県立高校再編整備に係る関係者懇談会を設置し、意見を集約することとし

た。 

関係者懇談会の委員は、田川地区の小中学校ＰＴＡ代表、小中高の校長代表、鶴岡市、大学教

員の７名で構成され、平成 30 年８月から 11 月まで４回の会合を開催した。また、議論の参考

とするため、産業界や同窓会などに幅広く意見聴取を行うとともに、本県における併設型中高一

貫教育校の中間検証を実施し、これらを踏まえて活発な議論を重ね、意見をとりまとめた。 

 

 

 

第１回関係者懇談会（８月１日）  

【説  明】これまでの経緯、骨子案、対案との比較 

   【協  議】関係者懇談会の今後の進め方 

 

 

 

 

 

第２回関係者懇談会（８月 30 日） 

【報  告】事前聴取、未就学児保護者対象説明会 

   【意見聴取】私立高等学校長、学識経験者、関係校同窓会、高等研究機関  ４団体４名 

   【意見交換】意見聴取者と関係者懇談会委員による意見交換 

 

 

 

第３回関係者懇談会（10 月 23 日） 

  【報  告】本県における併設型中高一貫教育校についての中間検証 

  【協  議】 ・鶴岡南高校と鶴岡北高校の統合 

・加茂水産高校及び庄内農業高校の鶴岡中央高校への統合（校舎制導入） 

・庄内地区への併設型中高一貫教育校の設置 

 

第４回関係者懇談会（11 月 30 日） 

  【協  議】関係者懇談会「意見のまとめ」（案） 

 

意見のまとめ（12 月中旬） 

 

鶴岡市内の県立高校再編整備に係る関係者懇談会 

意見のまとめ 【概要版】 

８月 意見聴取（事前聴取） 産業界、関係同窓会、一般教員等 15 団体 23 名 

８月 19 日 田川地区の県立高校再編整備に係る未就学児保護者対象説明会 参加者 32 名 

８～９月 本県における併設型中高一貫教育校についての中間検証 

◇ 関係者懇談会の経過 
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少子化の進行と高校再編整備の必要性 

○ 田川地区の中学校卒業者数は、平成 46 年までの 30 年間で半数以下まで減少する。 

 平成 16 年 平成 26 年 平成 36 年 平成 46 年(推計) 

中学校卒業者数 2,046 人 1,567 人 1,244 人 約 940 人 

10 年前との差 ― －479 人 －323 人 約－300 人 

対平成 16年比 ― 76.6％ 60.8％ 約 46％ 

○ 平成 27 年度から平成 36 年度までの 10 年間で８学級程度の削減を予定している。また、

その後の 10 年間でさらに少なくとも４学級の削減が必要となると見込まれている。 

○ このままでは、各校の小規模化が進むことになるが、高校として望ましい教育環境を整

えるためには、学校の統合等により一定の学校規模を確保する必要がある。 

 

田川地区の県立高校再編整備計画＜第２次計画（案）＞ 

○ 平成 29 年 10 月に公表した骨子案の概要は次の通り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ この計画案のうち、庄内総合高校への定時制・通信制の統合及び山添校の募集停止につ

いては、平成 30 年３月に、県教育委員会として方針決定済みである。 

第２次計画による再編整備後 全体 ２４学級 

鶴岡工業 

 

工業科 

 

庄内中高一貫校（仮称） 

 

高 校 普通科 ６学級 

      理数科  １学級 

  中学校 ２～３学級 

 

＜鶴岡南と鶴岡北の敷地・校舎を活用＞ 

 

庄内総合 

ﾌﾙﾀｲﾑｺｰｽ 全日制総合学科 ２学級 

 

定時制（昼）総合学科 １学級 

通信制    普 通 科 80 名 

 

＜庄内総合の敷地・校舎を活用＞ 

※2 校舎制とは、複数の学校

を統合した上で、専門学科

の実習のために、移設が困

難な既存の実習施設も活

用していくという学校運

営の形態 

鶴岡中央 

 

普通科 

総合学科 

 

加茂水産 

 

水産科 

庄内農業 

 

農業科 

 

平成２９年度 全体 ３０学級 

キャンパス制 

鶴岡北 

普通科 

４学級 

 

 

鶴岡工業 

工業科 

（全）５学級 

（定）１学級 
 

H27に 

1学級減済 

鶴岡中央 

普通科 

３学級 

総合学科 

４学級 

加茂水産 

水産科 

２学級 

 

 

庄内農業 

農業科 

２学級 
 
 
 

H29に 

1学級減済 

鶴岡南 

山添校 

普通科 

１学級 

 

庄内総合 

総合学科 

３学級 

 

 

鶴岡南 

普通科 

４学級 

理数科 

１学級 

通信制 

４校計 １４学級 

（H30に1学級減） 
（H31に1学級減）

ﾁｬﾚﾝｼﾞｺｰｽ 

◇ 田川地区の県立高校再編整備に係る事務局説明の概要 
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鶴岡南高校と鶴岡北高校の統合 

産業界、同窓会、学識経験者等からの意見聴取及び未就学児保護者対象説明会における主な意見 

・ 少子化の現状と今後の見通しを踏まえると、統合はやむを得ない。（同趣旨多数） 

・ 指導体制の充実には学校規模の確保が必要。生徒の将来を第一に考え、質の高い教育を望む。 

・ 両校が築いてきた歴史と伝統があり、統合を進めるにあたって十分な配慮が求められる。 

・ 高校の選択肢が一つなくなってしまうのは残念。単独校として存続を望むが、それができない

とすれば、統合する計画案についても考えていかなければならない。 

 

 

関係者懇談会において委員から出された意見のまとめ 

○ 生徒数の減少を大きな要因として、鶴岡南高校と鶴岡北高校の統合はやむを得ないと

の意見が多かった。 

○ この統合を進めるにあたり、生徒の不利益にならないようにすること、両校の伝統、

特色ある教育活動、地域に果たしてきた役割などを継承すること、どのような学校の理

念を創造していくかをしっかり検討すること、学力差や多様な進路に対する指導を丁寧

に検討することといった意見が出された。 

 

 

加茂水産高校及び庄内農業高校の鶴岡中央高校への統合（校舎制導入） 

産業界、同窓会、学識経験者等からの意見聴取及び未就学児保護者対象説明会における主な意見 

・ 農業科と水産科の教育は地域産業にとって今後も必要である。（同趣旨多数） 

・ 統合により学科の枠を超えた横断的な学習もできる新しい学校のモデルとなると期待できる。 

・ 多様な分野の人との人間関係の広がりを考えると、統合も良いと思われる。 

・ 水産科には海という教育環境が必要。単独校として運営し、水産・漁業人材を育成して欲しい。 

 

 

関係者懇談会において委員から出された意見のまとめ 

○ 庄内の産業振興のため、水産、農業の専門教育は今後とも必要だが、少子化や産業界

の変化に伴う定員割れ等の事情により、統合についてはやむを得ないとの意見が多かっ

た。また、新しい魅力を持った教育課程の工夫により、新たな仕事を創出できる人材を

輩出するなど可能性が広がるのではないかといった期待感も示された。 

○ 校舎制の在り方については、校舎の維持経費、教員の配置、生徒や教員がそれぞれの

校舎でどのくらいの時間を過ごすかなど慎重に検討すべき課題があるとの意見が出され

た。また、統合後も専門性を確保した学科としてもらいたい、寄宿舎の設置を検討して

欲しい、学級定員の弾力化や二次募集についても検討して欲しいなどといった要望も出

された。 

 

 

◇ 関係者懇談会の意見のまとめ 
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 庄内地区への併設型中高一貫教育校の設置 

産業界、同窓会、学識経験者等からの意見聴取及び未就学児保護者対象説明会における主な意見 

・ 中高一貫教育校を設置し、学力をはじめ個性・能力を伸ばす教育をして欲しい。（同趣旨多数） 

・ 実験実習によりサイエンスに対する興味を引き出す、コミュニケーションに重点を置いた英語

教育を行う、中学校から充実した探究型学習に取り組むなど、特色ある教育が期待できる。 

・ 中学校と高校の校舎が分離すると中高一貫教育校のメリットが生かせないとの考えもあるが、

環境を変えることがメリハリにつながるという面もある。大切なのはカリキュラムの一貫性であ

る。 

・ 併設型中高一貫教育校では、高校入試がないことによる中だるみ、６年間での学力差の拡大、

内進生と外進生の進度差の調整といった課題への対応が必要である。 

・ 一部の優秀な生徒のエリート校になるのではないか、小学生の受験競争が過熱するのではない

か、地元中学校との間に格差が生まれてしまうのではないかといった懸念がある。 

本県における併設型中高一貫教育校についての中間検証 

・ 東桜学館中学校への入学者は、地元東根市で、小学校卒業者数の 8.6％にとどまっている。 

・ 周辺の小学校 43 校、中学校 16 校、４市２町の教育委員会を対象としたアンケート調査 

   ⇒ 東桜学館中学校の開校による影響は限定的である。 

・ 東桜学館中学校では、中高一貫教育の特色を生かした教育が実践され、生徒の主体性や社会性

の育成、学習意欲の向上などの面で、一定の成果が出ている。 

 

 

 

 

関係者懇談会において委員から出された意見のまとめ 

○ 子どもたちの能力をより一層伸ばすことが期待でき、進路選択の幅が広がるなど、賛

同する意見が多く出された。 

○ 周辺への影響に対する懸念などがあり、まだ立場を定められないという意見も一部あ

った。 

○ 中高一貫教育校の設置検討にあたっては、ソフト面の魅力づくり、校舎改修による施

設の充実、子どもや保護者への早期の説明などへの配慮を望む意見が出された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問い合わせ 

山形県教育庁高校教育課 高校改革推進室  〒990-8570 山形市松波二丁目 8 番 1 号    

TEL 023(630)2493   FAX 023(630)2774   E-Mail ykokokaikaku@pref.yamagata.jp 

※ 田川地区の県立高校の再編整備に係る情報については、山形県のホームページ 

http://www.pref.yamagata.jp/ou/kyoiku/700013/ でご覧になれます。 
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は じ め に 

学校教育の一環として行われる部活動は、異年齢との交流の中で、生徒同士や生徒と教員等との

好ましい人間関係の構築を図ったり、自己肯定感を高めたりするなど、教育的意義が大きい活動で

す。特に、運動部の活動は、スポーツに興味と関心のある同好の生徒が、スポーツを通した交流や、

より高い水準の技能や記録に挑戦する中で、スポーツの楽しさや喜びを味わい、豊かな学校生活を

経験する活動であるとともに、体力の向上や健康の増進にもきわめて効果的な活動です。 

しかしながら、全国的に運動部活動は、近年、少子化に伴う部員数や部活動数の減少、部活動の

過熱化による長時間の活動がもたらす生徒への身体的・精神的負担、教員の多忙化などが課題とな

っているほか、部活動指導においての専門性を有している教員が全体の半数に満たないなど、学校

だけでその運営体制を維持していくことが難しい状況となってきております。 

このような状況下において、本県教育委員会では、スポーツ庁が平成３０年３月に策定した「これから

の運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」に則り、平成３０年５月～９月に本県が実施した運

動部活動実態調査結果を踏まえるとともに、外部有識者も含めて設置した策定委員会等の意見を伺った

うえで、「山形県における運動部活動の在り方に関する方針」を策定しました。 

本方針を踏まえて、市町村教育委員会及び学校法人並びに各学校にあっては、生徒にとって望ま

しいスポーツ環境を構築するという観点に立ち、運動部活動が地域、学校、競技種目等に応じた多

様な形で最適に実施されるよう努めていただくとともに、教員のワーク・ライフ・バランスの実現

が図られることを期待します。 

結びに、本方針の策定にあたり、御協力賜りました山形県における運動部活動の在り方に関する

方針策定委員会の各委員、その他関係各位に対し、深く感謝申し上げます。 

平成３０年１２月  

山形県教育委員会教育長  廣 瀬  渉
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山形県における本方針策定の趣旨等 

○ 本方針は、「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」（平成30年３月 スポーツ

庁策定）（以下、「国のガイドライン」という。）に則り、高等学校（私立高等学校及び特別

支援学校高等部を含む。以下同じ）段階の運動部活動を主な対象とし、生徒にとって望ましい

スポーツ環境を構築するという観点に立ち、運動部活動が以下の点を重視して、地域、学校、

競技種目等に応じた多様な形で最適に実施されることを目指す。 

知・徳・体のバランスのとれた「生きる力」を育む、「日本型学校教育」の意義を踏まえ、

生徒がスポーツを楽しむことで運動習慣の確立等を図り、生涯にわたって心身の健康を保

持増進し、豊かなスポーツライフを実現するための資質・能力の育成を図るとともに、バ

ランスのとれた心身の成長と学校生活を送ることができるようにすること。 

生徒の自主的、自発的な参加により行われ、学校教育の一環として教育課程との関連を図

り、合理的でかつ効率的・効果的に取り組むこと。 

学校全体として運動部活動の指導・運営に係る体制を構築すること。 

○ 県立学校にあっては本方針に則り、市町村教育委員会及び学校法人（以下、「学校の設置者」

という）にあっては、本方針を参考に、持続可能な運動部活動の在り方について検討し、以下

の点を遵守して速やかに改革に取り組む。 

県教育委員会は、学校の設置者や学校が行う改革に必要な支援等に取り組む。 

○ 本方針は、学校の種類や学校の設置者の違いに関わらず該当するものである。 

○ 県教育委員会は、本方針に基づく各学校の設置者及び各学校の運動部活動改革の取組み状況に

ついて、定期的にフォローアップを行う。 
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１ 適切な運営のための体制整備 

（１） 運動部活動の方針の策定等 

ア  学校の設置者は、本方針を参考に、「設置する学校に係る運動部活動の方針」（以下、「設

置者の方針」という。）を策定する。 

イ  校長は、県立学校にあっては本方針に、市立高等学校及び私立高等学校にあっては「設置

者の方針」に則り、毎年度、「学校の運動部活動に係る活動方針」（以下、「学校の方針」

という。）を策定する。運動部顧問は、年間の活動計画（活動日、活動時間、休養日及び参

加予定大会日程等）及び活動実績（活動日時、休養日及び大会参加日程等）を作成し、定期

的に校長に提出する。 

ウ  校長は、「学校の方針」及び活動計画等を学校のホームページへの掲載等により公表する。 

エ  学校の設置者は、上記ウに関し、各学校において運動部活動の活動方針・計画の策定等が

効率的に行えるよう、県教育委員会が作成した様式を参考に、簡素で活用しやすい様式の作

成等を行う。 

（２） 指導・運営に係る体制の構築 

ア  校長は、生徒や教員の数、部活動指導員の配置状況を踏まえ、指導内容の充実、生徒の安

全の確保及び教員の長時間勤務の解消等の観点から円滑に運動部活動を実施できるよう、適

正な数の運動部を設置する。 

イ  県教育委員会及び学校の設置者は、各学校の生徒や教員の数、部活動指導員の配置状況や

校務分担の実態等を踏まえ、部活動指導員を積極的に任用して学校に配置する。 

なお、部活動指導員の任用・配置に当たっては、学校教育について理解し、適切な指導を

行うために、部活動の位置付け、教育的意義、生徒の発達の段階に応じた科学的な指導、安

全の確保や事故発生後の対応を適切に行うこと、生徒の人格を傷つける言動や体罰は、いか

なる場合も許されないこと、服務（校長の監督を受けることや生徒・保護者等の信頼を損ね

るような行為の禁止等）を遵守すること等に関し、定期的に研修を行う。 
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ウ  県教育委員会は、学校が部活動指導員及び外部指導者を活用しやすくするため、専門的指

導力を有する地域のスポーツ人材の発掘・登録などを行う「リーダーバンクやまがた」を整

備し、学校の設置者及び学校に情報提供を行う。 

エ  校長は、運動部顧問の決定に当たっては、校務全体の効率的・効果的な実施に鑑み、教員

の他の校務分掌や、部活動指導員の配置状況を勘案した上で行うなど、適切な校務分掌とな

るよう留意するとともに、外部指導者からの協力を得るなど、学校全体としての適切な指導、

運営及び管理に係る体制の構築を図る。 

オ  校長は、定期的な活動計画及び活動実績の確認等により、各運動部の活動内容を把握し、

生徒が安全にスポーツ活動を行い、教員の負担が過度とならないよう、適宜、指導・是正を

行う。 

カ  校長は、運動部活動を適切に運営するために、部活動運営委員会（仮称）を設置し、各運

動部活動の取組みの確認や評価を行い、改善に努める。なお、部活動運営委員会（仮称）は、

学校の教職員のみならず、保護者、地域のスポーツ関係者、地域医療関係者等も組織に加え

るなどして、活動内容や活動時間、学校と保護者の連携及び学校と地域の連携などについて、

理解や協力を求めるよう努めることが望ましい。 

キ  県教育委員会及び学校の設置者は、運動部顧問、部活動指導員及び外部指導者を対象とす

るスポーツ指導に係る知識及び実技の質の向上並びに学校の管理職を対象とする運動部活

動の適切な運営に係る実効性の確保を図るための研修等の取組みを行う。 

ク  学校の設置者及び校長は、教員の運動部活動への関与について、「学校における働き方改

革に関する緊急対策（平成２９年１２月２６日文部科学大臣決定）」及び「学校における働

き方改革に関する緊急対策の策定並びに学校における業務改善及び勤務時間管理等に係る

取組の徹底について（平成３０年２月９日付け２９文科初第１４３７号）」を踏まえ、法令

に則り、業務改善及び勤務時間管理等を行う。 

ケ  校長は、各運動部の運営では保護者等の理解と協力が重要であることから、スケジュール

や活動状況等の情報を常に共有し、信頼関係を深めるよう努める。  
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また、各運動部活動の保護者会等が設置されている場合は、運営主体、学校への支援体制

及び会計責任等について保護者会等との役割を明確にし、共通理解を図るよう努める。 

２ 合理的でかつ効率的・効果的な活動の推進のための取組み 

（１） 適切な指導の実施 

ア  校長及び運動部顧問は、運動部活動の実施に当たっては、文部科学省が平成２５年５月に作

成した「運動部活動での指導のガイドライン」に則り、生徒の心身の健康管理（スポ―ツ障

害・外傷の予防やバランスのとれた学校生活への配慮等を含む）、事故防止（活動場所にお

ける施設・設備の点検や活動における安全対策等）に努めるとともに、体罰・ハラスメント

の根絶を徹底する。県教育委員会及び学校の設置者は、学校におけるこれらの取組みが徹底

されるよう、学校保健安全法等も踏まえ、適宜、支援及び指導・是正を行う。 

イ  運動部顧問は、スポーツ医・科学の見地からは、トレーニング効果を得るために休養を適

切に取ることが必要であること、また、過度の練習がスポーツ障害・外傷のリスクを高め、

必ずしも体力・運動能力の向上につながらないこと等を正しく理解する。 

あわせて、生徒の体力の向上や、生涯を通じてスポーツに親しむ基礎を培うことができる

よう、生徒とコミュニケーションを十分に図り、生徒がバーンアウトすることなく、技能や

記録の向上等それぞれの目標を達成できるよう、競技種目の特性等を踏まえた科学的トレー

ニングの積極的な導入等により、休養を適切に取りつつ、短時間で効果が得られる指導を行う。

また、専門的知見を有する保健体育担当の教員や養護教諭等と連携・協力し、発達の個人

差や女子の成長期における体と心の状態等に関する正しい知識を得た上で指導を行う。 

（２） 運動部活動指導のための各種手引の活用 

 運動部顧問は、中央競技団体が作成した指導手引や「運動部活動外部指導者の手引き」（平

成３０年３月県教育委員会）を活用して、２（１）に基づく指導を行う。 

～5～



３ 適切な運動部活動の運営 

各学校の運動部活動の運営については、下記の点に留意し、適切に行うものとする。 

休養日 平日１日以上、土曜日及び日曜日（以下「週休日」という）１日以上 

活動時間 平日２時間程度 週休日等３時間程度 

長期休業中の 

休養日 
ある程度長期の休養期間を設けること 

ア  学校の設置者及び学校は、運動部活動における休養日及び活動時間について、成長期にあ

る生徒が、運動、食事、休養及び睡眠のバランスのとれた生活を送ることができるよう、ス

ポーツ医・科学の観点からのジュニア期におけるスポーツ活動時間に関する研究
*1
も踏まえ、

以下を基準として遵守する。 

① 学期中の休養日の設定 

・休養日は、週当たり２日以上（平日１日以上、週休日１日以上）となるように設定する。 

② １日の活動時間 

・長くとも、平日では２時間程度、学校の休業日（週休日、休日、長期休業日）では３時間

程度とし、できるだけ短時間に、合理的でかつ効率的・効果的な活動を行う。 

・上記の活動時間とは、通常の練習の活動時間であり、大会・練習試合・合宿等（以下「大会等」と

いう）については上記活動時間を適用しなくても良いが、大会等を計画する際は、上記２（１）で示

したスポーツ医・科学の見地や教員の負担軽減、学校単位で参加する大会の見直し（後記）等を

踏まえ、毎週のように大会等に参加するなどの過度な負担とならないように計画する。 

*1  「スポーツ医・科学の観点からのジュニア期におけるスポーツ活動時間について」（平成29年12月18日 公益財団法人日本体育協会※）

において、研究等が競技レベルや活動場所を限定しているものではないことを踏まえた上で、「休養日を少なくとも１週間に１～２日設けるこ

と、さらに、週当たりの活動時間における上限は、16時間未満とすることが望ましい」ことが示されている。 

※団体名称を「公益財団法人日本スポーツ協会」に変更（平成30年４月１日）
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③ 長期休業中の休養日の設定 

・学期中に準じた扱いを行う。 

・運動部活動以外にも多様な活動を行うことができるよう、ある程度長期の休養期間を設ける。

・ある程度長期の休養期間後に運動部活動を再開する場合には、生徒の身体的な負担を考慮

して、急激に再開せずに段階的に活動を始めるなど、怪我の防止に努める。 

イ  学校の設置者は、１（１）アに掲げる「設置者の方針」の策定に当たっては、上記の基準

を踏まえるとともに、本方針を参考に、休養日及び活動時間等を設定し、明記する。また、

下記ウに関し、適宜、支援及び指導・是正を行う。 

ウ  校長は、１（１）イに掲げる「学校の方針」の策定に当たっては、上記の基準を踏まえる

とともに、県立学校にあっては本方針に、市立高等学校及び私立高等学校にあっては「設置

者の方針」に則り、各運動部の休養日及び活動時間等を設定し公表する。また、各運動部の

活動内容を把握し、適宜、指導・是正を行う等、その運用を徹底する。 

エ  休養日及び活動時間等の設定については、地域や学校の実態を踏まえた工夫として、以下

のようなことも考えられる。 

・ 定期試験前後の一定期間等に、運動部共通、学校全体の部活動休養日を設ける。 

・ 校長が認める「目標とする大会前の特別強化期間
*2
」や「強化指定部

*3
」は、少なくとも

週１日の休養日を設けたうえで、週間、月間、年間単位での活動頻度・時間の目安を定

め、休養日を振替える。 

*2 「目標とする大会」前に、学校独自の休養日・活動時間を設定して活動する一定の期間のこと。 

*3 学校の特色を活かすために、通年で独自の休養日・活動時間を設定して活動する学校から指定された運動部活動のこと。
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４ 運動部活動における事故防止について 

（１） 活動前における配慮事項 

ア 連絡体制の整備と健康状態の把握 

・校長は、学校の管理下において事故が発生した場合に備え、学校の危機管理マニュアル（部活

動中の事故を含む）を確立し、平素から運動部顧問・生徒・学校とともに共通理解が図られるよう

にする。

・校長は、各運動部顧問に対し、生徒の既往症（心臓疾患やアレルギーの有無等）を事前に

把握し、万一の際の対処法を養護教諭、生徒本人及び保護者と確認しておくよう指導する。 

・運動部顧問は、活動前に生徒の体調確認を行うなど、事前の事故防止を徹底する。 

※参照１：事故発生時の連絡体制

 参照２：心停止に対する応急手当

 参照３：熱中症予防の原則

参照４：熱中症対応フロー 

イ 安全点検（施設・設備・備品・用具・ＡＥＤ設置場所確認） 

・校長は、各運動部顧問に対し、活動場所、設備、備品及び用具等の安全点検について、日

常的に行うよう指導する。 

・校長は、各運動部顧問に対し、ＡＥＤの設置場所を確実に把握するように指導するととも

に、ＡＥＤの使用方法については、各運動部顧問を積極的に研修会に参加させたり、講師を

招聘しての校内研修会を開催したりするなどして、各運動部顧問が確実に使用できるように

努める。 

（２） 活動中における配慮すべき事項 

ア 体調の確認と円滑なコミュニケーション 

・運動部顧問は、活動中にも生徒の体調確認を行うとともに、生徒が体調不良の際には、自

らすぐに申し出ることができるよう、生徒と円滑なコミュニケーションを図っておく。 

イ 生徒自身の管理 

・運動部顧問は、生徒に対し、自ら事故や熱中症等を回避することができるよう指導する。 
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（３） 天候等を考慮した指導について

 校長は、各運動部顧問に対し、活動時の気象情報には十分留意し、下記の点について指

導する。

・ 高温・多湿時において、運動部活動等が予定されている場合については、活動の延期や見直

し等、柔軟な対応を行う。なお、日程調整の関係等でやむを得ず開催する場合には、ＷＢＧＴ等

により環境温度の測定を行い、ＷＢＧＴ３１℃以上を指している間は原則として活動中止、ＷＢＧ

Ｔ２８℃以上の場合は、参加する生徒の適切な選別、こまめな水分・塩分の補給や休憩の取得、

観戦者の軽装や着帽等、児童生徒の健康管理を徹底することとし、活動中に熱中症の疑いのあ

る症状が見られた場合には、「熱中症対応フロー」（参照４）に従い、迅速に対応する。

・ 雨天時等にやむを得ず活動する場合は、生徒の衣服が濡れたままで長時間活動するなど

して、低体温症になることのないよう、健康状態に十分注意する。

・ 雷や暴風雨の際には、活動の中止や中断の判断を的確に行う。 

※参照５：落雷事故の防止について 

※参照６：落雷基礎知識 

５ 生徒のニーズを踏まえたスポーツ環境の整備 

（１） 生徒のニーズを踏まえた運動部の設置 

ア  校長は、運動する生徒としない生徒の二極化や、生徒の運動・スポーツに関するニーズ

が、友達と楽しめること、適度な頻度で行えることなど多様化している状況を踏まえ、性

別や障がいの有無に関わらず、より多くの生徒のスポーツ活動の機会の創出が図られる体

制を地域と共に考える。 

具体的な例としては、季節ごとに異なるスポーツを行う活動、競技志向でなくレクリエ

ーション志向で行う活動、体力つくりを目的とした活動等、生徒が楽しく体を動かす習慣

の形成に向けた動機づけとなるものが考えられる。 

イ  県教育委員会及び市町村教育委員会は、山形県高等学校体育連盟及び山形県高等学校野

球連盟と連携し、少子化に伴い、単一の学校では特定の競技の運動部を設けることができ

ない場合には、生徒のスポーツ活動の機会が損なわれることがないよう、複数校の生徒が
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拠点校の運動部活動に参加する等、合同部活動等の体制づくりを検討する。 

ウ  生徒の引率については、当該校の教員が引率することが原則であるが、学校の諸事情によ

り当該校教員が引率できない場合、学校の設置者及び当該教育委員会の責任において、校長

間及び所属校長と当該保護者間の了解が得られた場合、他校教員の生徒引率を可能とする。 

なお、山形県高等学校体育連盟及び山形県高等学校野球連盟は、団体種目における合同チ

ームの生徒引率について、上記と同様に、一方の教員による生徒引率ついても可能とできる

よう検討を進める。 

（２） 地域との連携等 

ア  県教育委員会、学校の設置者及び校長は、学校や地域の実態に応じて、地域のスポーツ

団体との連携及び民間事業者の活用等により、部活動と地域スポーツクラブの二者択一で

はなく、学校と地域が協働・融合した形での部活動を検討するなど、生徒のスポーツ環境

整備を進める。 

イ  公益財団法人山形県体育協会、市町村体育協会、競技団体及びその他のスポーツ団体は、

県教育委員会もしくは学校の設置者と連携し、学校と地域が協働・融合した形での地域の

スポーツ環境の充実を推進する。 

また、学校の設置者等が実施する部活動指導員の任用・配置や、運動部顧問等に対する

研修等、スポーツ指導者の質の向上に関する取組みに協力する。 

ウ  県教育委員会及び市町村教育委員会は、学校管理下ではない社会教育に位置付けられる

活動については、各種保険への加入や、学校の負担が増加しないこと等に留意しつつ、生

徒がスポーツに親しめる場所が確保できるよう、学校体育施設開放事業を推進する。 

エ  県教育委員会、学校の設置者及び校長は、学校と地域・保護者が共に子どもの健全な成

長のための教育、スポーツ環境の充実を支援するパートナーという考え方の下で、こうし

た取組みを推進することについて、地域・保護者の理解と協力を促す。 
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６ 学校単位で参加する大会等の見直し 

ア  山形県高等学校体育連盟及び山形県高等学校野球連盟は、主催する学校体育大会のあり方

について、上記５及び、公益財団法人全国高等学校体育連盟及び公益財団法人日本高等学校

野球連盟とともに、複数校合同チームの編成及び大会参加のあり方についての見直しや、部

活動と地域が融合した活動での大会参加などについて意見交換を進める。また、参加生徒の

スポーツ障害・外傷の予防の観点から、大会の規模もしくは日程等の在り方及びスポーツボ

ランティア等の外部人材の活用などの運営の在り方に関する見直しを行うよう検討する。 

イ  県教育委員会、学校の設置者、山形県高等学校体育連盟及び山形県高等学校野球連盟は、

学校の運動部が参加する大会・試合の全体像を把握し、週末等に開催される様々な大会・試

合に参加することが、生徒や運動部顧問の過度な負担とならないよう大会等の見直しに向け

た検討を主催者及び各競技団体に要請する。 

ウ  校長は、生徒の教育上の意義や、生徒や運動部顧問の負担が過度とならないことを考慮し

て、参加する大会等を精査する。 
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（参照１）事故発生時の連絡体制
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（参照２）
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（参照３）
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（参照４）
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（参照５）落雷事故の防止について（平成30年7月文部科学省通知を参考） 

① 事前に天気予報を確認するとともに、天候の急変などの場合には、ためらうことなく計画

の変更・中止などの適切な措置を講ずること。 

② 日本大気電気学会編「雷から身を守る―安全対策Ｑ＆Ａ―改訂版（平成13年5月1日発行）」

によると、 

黒い厚雲が頭上に広がった際は、雷雲の接近を意識する。 

雷鳴は、かすかでも危険信号であり、雷鳴が聞こえるときは、落雷を受ける危険性があ

るため、すぐに安全な場所に避難する。 

※[安全な場所：鉄筋コンクリートの建物、自動車、バス等の内部] 

人体は、同じ高さの金属像と同様に落雷を誘引するものであり、たとえ身体に身に付け

た金属を外したり、ゴム長靴やレインコート等の絶縁物を身に付けていたりしても、落

雷を阻止する効果はない。 

気象庁のホームページにおいて、詳細な地域分布と1時間先まで10分ごとの予報を確認

できる「レーダー・ナウキャスト（降水・雷・竜巻）」（http://www.jam.go.jp/jp/radnowc/）

等の情報が掲載されている。 

（参照６）落雷基礎知識（日本大気電気学会ホームページより抜粋） 

① 雷は高いところへ落ちる！ 

平地で立った人と、低姿勢の人が並んでいた場合は、立った人へ落ちるとほぼ断定でき

る。万が一の場合は、姿勢を低く。 

② 林や森の中も危険！ 

木の下は、木への落雷による側撃雷の危険性が高い。 

③ 高い物体のそばは安全？ 

建物や車など周囲に何もないところでは、コンクリート製の電柱のそばが安全といえる。

物体が電気の伝導体で完全設置されていれば、そのそばの安全性は高い。 
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は じ め に 

学校教育の一環として行われる部活動は、異年齢との交流の中で、生徒同士や生徒と教員等との

好ましい人間関係の構築を図ったり、自己肯定感を高めたりするなど、教育的意義が大きい活動で

す。特に、運動部の活動は、スポーツに興味と関心のある同好の生徒が、スポーツを通した交流や、

より高い水準の技能や記録に挑戦する中で、スポーツの楽しさや喜びを味わい、豊かな学校生活を

経験する活動であるとともに、体力の向上や健康の増進にもきわめて効果的な活動です。 

しかしながら、全国的に運動部活動は、近年、少子化に伴う部員数や部活動数の減少、部活動の

過熱化による長時間の活動がもたらす生徒への身体的・精神的負担、教員の多忙化などが課題とな

っているほか、部活動指導においての専門性を有している教員が全体の半数に満たないなど、学校

だけでその運営体制を維持していくことが難しい状況となってきております。 

このような状況下において、本県教育委員会では、スポーツ庁が平成３０年３月に策定した「これから

の運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」に則り、平成３０年５月～９月に本県が実施した運

動部活動実態調査結果を踏まえるとともに、外部有識者も含めて設置した策定委員会等の意見を伺った

うえで、「山形県における運動部活動の在り方に関する方針」を策定しました。 

本方針を踏まえて、市町村教育委員会及び学校法人並びに各学校にあっては、生徒にとって望ま

しいスポーツ環境を構築するという観点に立ち、運動部活動が地域、学校、競技種目等に応じた多

様な形で最適に実施されるよう努めていただくとともに、教員のワーク・ライフ・バランスの実現

が図られることを期待します。 

結びに、本方針の策定にあたり、御協力賜りました山形県における運動部活動の在り方に関する

方針策定委員会の各委員、その他関係各位に対し、深く感謝申し上げます。 

平成３０年１２月  

山形県教育委員会教育長  廣 瀬  渉
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山形県における本方針策定の趣旨等 

○ 本方針は、「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」（平成30年３月 スポーツ

庁策定）（以下、「国のガイドライン」という。）に則り、義務教育である中学校（義務教育

学校後期課程及び特別支援学校中学部を含む。以下同じ。）段階の運動部活動を主な対象とし、

生徒にとって望ましいスポーツ環境を構築するという観点に立ち、運動部活動が以下の点を重

視して、地域、学校、競技種目等に応じた多様な形で最適に実施されることを目指す。 

知・徳・体のバランスのとれた「生きる力」を育む、「日本型学校教育」の意義を踏まえ、

生徒がスポーツを楽しむことで運動習慣の確立等を図り、生涯にわたって心身の健康を保

持増進し、豊かなスポーツライフを実現するための資質・能力の育成を図るとともに、バ

ランスのとれた心身の成長と学校生活を送ることができるようにすること。 

生徒の自主的、自発的な参加により行われ、学校教育の一環として教育課程との関連を図

り、合理的でかつ効率的・効果的に取り組むこと。 

学校全体として運動部活動の指導・運営に係る体制を構築すること。 

○ 県立学校にあっては本方針に則り、市町村教育委員会等（以下、「学校の設置者」という）及

び市町村立中学校にあっては本方針を参考に、持続可能な運動部活動の在り方について検討し、

速やかに改革に取り組む。 

県教育委員会は、学校の設置者や学校が行う改革に必要な支援等に取り組む。 

○ 本方針は、学校の種類や学校の設置者の違いに関わらず該当するものである。 

○ 県教育委員会は、本方針に基づく各学校の設置者及び各学校の運動部活動改革の取組状況につ

いて、定期的にフォローアップを行う。 
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１ 適切な運営のための体制整備 

（１） 運動部活動の方針の策定等 

ア  学校の設置者は、本方針を参考に、「設置する学校に係る運動部活動の方針」（以下、「設

置者の方針」という。）を策定する。 

イ  校長は、県立学校にあっては本方針に、各中学校にあっては「設置者の方針」に則り、毎

年度、「学校の運動部活動に係る活動方針」（以下、「学校の方針」という。）を策定する。

運動部顧問は、年間の活動計画（活動日、活動時間、休養日及び参加予定大会日程等）及び

活動実績（活動日時、休養日及び大会参加日程等）を作成し、定期的に校長に提出する。 

ウ  校長は、「学校の方針」及び活動計画等を学校のホームページへの掲載等により公表する。 

エ  学校の設置者は、上記ウに関し、各学校において運動部活動の活動方針・計画の策定等が

効率的に行えるよう、県教育委員会が作成した様式を参考に、簡素で活用しやすい様式の作

成等を行う。 

（２） 指導・運営に係る体制の構築 

ア  校長は、生徒や教員の数、部活動指導員の配置状況を踏まえ、指導内容の充実、生徒の安

全の確保及び教員の長時間勤務の解消等の観点から円滑に運動部活動を実施できるよう、適

正な数の運動部を設置する。 

イ  県教育委員会及び学校の設置者は、各学校の生徒や教員の数、部活動指導員の配置状況や

校務分担の実態等を踏まえ、部活動指導員を積極的に任用して学校に配置する。 

なお、部活動指導員の任用・配置に当たっては、学校教育について理解し、適切な指導を

行うために、部活動の位置付け、教育的意義、生徒の発達の段階に応じた科学的な指導、安

全の確保や事故発生後の対応を適切に行うこと、生徒の人格を傷つける言動や体罰はいかな

る場合も許されないこと、服務（校長の監督を受けることや生徒・保護者等の信頼を損ねる

ような行為の禁止等）を遵守すること等に関し、定期的に研修を行う。 
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ウ  県教育委員会は、学校が部活動指導員及び外部指導者を活用しやすくするため、専門的指

導力を有する地域のスポーツ人材の発掘・登録などを行う「リーダーバンクやまがた」を整

備し、学校の設置者及び学校に情報提供を行う。 

エ  校長は、運動部顧問の決定に当たっては、校務全体の効率的・効果的な実施に鑑み、教員

の他の校務分掌や、部活動指導員の配置状況を勘案した上で行うなど、適切な校務分掌とな

るよう留意するとともに、外部指導者からの協力を得るなど、学校全体としての適切な指導、

運営及び管理に係る体制の構築を図る。 

オ  校長は、定期的な活動計画及び活動実績の確認等により、各運動部の活動内容を把握し、

生徒が安全にスポーツ活動を行い、教員の負担が過度とならないよう、適宜、指導・是正を

行う。 

カ  校長は、運動部活動を適切に運営するために、部活動運営委員会（仮称）を設置し、各運

動部活動の取組みの確認や評価を行い、改善に努める。なお、部活動運営委員会（仮称）は、

学校の教職員のみならず、保護者、地域のスポーツ関係者、地域医療関係者等も組織に加え

るなどして、活動内容や活動時間、学校と保護者の連携及び学校と地域の連携などについて、

理解や協力を求めるよう努めることが望ましい。 

キ  県教育委員会及び学校の設置者は、運動部顧問、部活動指導員及び外部指導者を対象とす

るスポーツ指導に係る知識及び実技の質の向上並びに学校の管理職を対象とする運動部活

動の適切な運営に係る実効性の確保を図るための研修等の取組みを行う。 

ク  学校の設置者及び校長は、教員の運動部活動への関与について、「学校における働き方改

革に関する緊急対策（平成２９年１２月２６日文部科学大臣決定）」及び「学校における働

き方改革に関する緊急対策の策定並びに学校における業務改善及び勤務時間管理等に係る

取組の徹底について（平成３０年２月９日付け２９文科初第１４３７号）」を踏まえ、法令

に則り、業務改善及び勤務時間管理等を行う。 

ケ  校長は、各運動部の運営では保護者等の理解と協力が重要であることから、スケジュール

や活動状況等の情報を常に共有し、信頼関係を深めるよう努める。  
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また、各運動部活動の保護者会等が設置されている場合は、運営主体、学校への支援体制

及び会計責任等について保護者会等との役割を明確にし、共通理解を図るよう努める。 

２ 合理的でかつ効率的・効果的な活動の推進のための取組み 

（１） 適切な指導の実施 

ア  校長及び運動部顧問は、運動部活動の実施に当たっては、文部科学省が平成２５年５月に作

成した「運動部活動での指導のガイドライン」に則り、生徒の心身の健康管理（スポ―ツ障

害・外傷の予防やバランスのとれた学校生活への配慮等を含む）、事故防止（活動場所にお

ける施設・設備の点検や活動における安全対策等）に努めるとともに、体罰・ハラスメント

の根絶を徹底する。県教育委員会及び学校の設置者は、学校におけるこれらの取組みが徹底

されるよう、学校保健安全法等も踏まえ、適宜、支援及び指導・是正を行う。

イ  運動部顧問は、スポーツ医・科学の見地からは、トレーニング効果を得るために休養を適

切に取ることが必要であること、また、過度の練習がスポーツ障害・外傷のリスクを高め、

必ずしも体力・運動能力の向上につながらないこと等を正しく理解する。 

あわせて、生徒の体力の向上や、生涯を通じてスポーツに親しむ基礎を培うことができるよう、

生徒とコミュニケーションを十分に図り、生徒がバーンアウトすることなく、技能や記録の向上等そ

れぞれの目標を達成できるよう、競技種目の特性等を踏まえた科学的トレーニングの積極的な導

入等により、休養を適切に取りつつ、短時間で効果が得られる指導を行う。

また、専門的知見を有する保健体育担当の教員や養護教諭等と連携・協力し、発達の個人

差や女子の成長期における体と心の状態等に関する正しい知識を得た上で指導を行う。 

（２） 運動部活動指導のための各種手引の活用 

 運動部顧問は、中央競技団体が作成した指導手引や「運動部活動外部指導者の手引き」（平

成３０年３月県教育委員会）を活用して、２（１）に基づく指導を行う。 
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３ 適切な運動部活動の運営 

各学校の運動部活動の運営については、下記の点に留意し、適切に行うものとする。 

休養日 平日１日以上、土曜日及び日曜日（以下「週休日」という）１日以上 

活動時間 平日２時間程度、週休日等３時間程度

長期休業中 

の休養日 

ある程度長期の休養期間を設ける 

（連続した休養日の設定） 

始業前練習 禁 止 

保護者会主催の 

練習会 
保護者会が単独で練習会（クラブ活動）を主催することのないよう保護者の

理解と協力を得る 

部活動と同様の

クラブ等の活動 
部活動の活動時間と併せて上記基準内の活動とする 

ア  学校の設置者及び学校は、運動部活動における休養日及び活動時間について、成長期にあ

る生徒が、運動、食事、休養及び睡眠のバランスのとれた生活を送ることができるよう、ス

ポーツ医・科学の観点からのジュニア期におけるスポーツ活動時間に関する研究
*1
も踏まえ、以

下を基準として遵守する。

① 学期中の休養日の設定 

・休養日は、週当たり２日以上（平日１日以上、週休日１日以上）となるように設定する。 

*1  「スポーツ医・科学の観点からのジュニア期におけるスポーツ活動時間について」（平成29年12月18日 公益財団法人日本体育協会※）

において、研究等が競技レベルや活動場所を限定しているものではないことを踏まえた上で、「休養日を少なくとも１週間に１～２日設けるこ

と、さらに、週当たりの活動時間における上限は、16時間未満とすることが望ましい」ことが示されている。 

※団体名称を「公益財団法人日本スポーツ協会」に変更（平成30年４月１日）
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② １日の活動時間 

・長くとも、平日では２時間程度、学校の休業日（週休日、休日、長期休業日）では３時間

程度とし、できるだけ短時間に、合理的でかつ効率的・効果的な活動を行う。

・上記の活動時間とは、通常の練習の活動時間であり、大会・練習試合・合宿等（以下「大

会等」という）については上記活動時間を適用しなくても良いが、大会等を計画する際には、

上記２（１）で示したスポーツ医・科学の見地や教員の負担軽減、学校単位で参加する大会

の見直し等（後記）を踏まえ、毎週のように大会等に参加するなどの過度な負担とならない

ようにする。 

③ 長期休業中の休養日の設定 

・学期中に準じた扱いを行い、できる限り週休日に休養日を設定することが望ましい。 

・運動部活動以外にも多様な活動を行うことができるよう、ある程度長期の休養期間を設ける。 

・ある程度長期の休養期間後に運動部活動を再開する場合には、生徒の身体的な負担を考慮

して、急激に再開せずに段階的に活動を始めるなど、怪我の防止に努める。 

④ 学期中の始業前練習（朝練習） 

・始業前練習については禁止とする。 

・ただし、校長が、「中体連主催大会」の前や活動場所の割当等の事情があると認める場合は、

実施することができるものとするが、学習が始まる前の時間帯であることを考慮した内容や強度と

なるよう計画するとともに、１日を通して、上記で定めた活動時間を超えないよう配慮する。 
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⑤ 学校管理下外の生徒の活動について 

(a) クラブ等での活動

校長は、文化部も含めた各部顧問（生徒が部活動に所属していない場合は担任）に対

し、個人として自らの競技力の向上を目指し、学校外のクラブ等に所属し活動している

生徒については、その活動の実態を把握するよう指導する。

(b) 保護者会主催の活動
*2
（クラブ）

校長は、保護者会が設置されている運動部活動について、その目的が学校部活動の支

援・協力・応援にあることを確認し、保護者会が単独で練習会（クラブ活動）を主催し

たりすることのないよう保護者の理解と協力を得る。

(c) 運動部活動と同じ内容の学校管理下外の活動
*3
について

校長は、各運動部顧問に対し、学校管理下外の「地域スポーツクラブ」の活動が、

学校の運動部活動と同じ内容の活動を行っている実態を把握した場合には、生徒の過

度な負担とならないよう、学校の運動部活動と地域スポーツクラブの活動日・活動時

間を合わせても、上記①～④の基準内の活動となるように、クラブ関係者、保護者の

理解と協力を得られるよう指導する。

なお、校長は、地域スポーツクラブへの部員の加入については必ず任意とし、保護者

会として強制加入させたり、加入しなければならないような雰囲気になったりすること

のないよう、チーム関係者、保護者に理解と協力を得る。 

*2 保護者会主催の活動（クラブ）とは、単一学校の単一運動部活動の部員のみで構成し、当該学校の部活動に引き続き活動したり、運動部

活動が休養日の時に活動したりすることをいう。 

*3 学校の部活動顧問や外部指導者がクラブの指導者となっており、構成メンバーが学校の部活動の部員とほぼ変わらないメンバーで、学校

の部活動に引き続き行われたり、部活動が休養日の時に活動したりする 「地域スポーツクラブ」の活動を指す。 

 「地域スポーツクラブ」とは、①総合型地域スポーツクラブ、②スポーツ少年団、③単一種目スポーツクラブを指す。 
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イ  学校の設置者は、１（１）アに掲げる「設置者の方針」の策定に当たっては、上記の基準を

踏まえるとともに、県教育委員会が策定した方針を参考に、休養日及び活動時間等を設定し、明

記する。また、下記ウに関し、適宜、支援及び指導・是正を行う。

ウ  校長は、１（１）イに掲げる「学校の方針」の策定に当たっては、上記の基準を踏まえる

とともに、県立学校にあっては本方針に、各中学校にあっては、「設置者の方針」に則り、

各運動部の休養日及び活動時間等を設定し公表する。また、各運動部の活動内容を把握し、

適宜、指導・是正を行う等、その運用を徹底する。 

エ  休養日及び活動時間等の設定については、地域や学校の実態を踏まえた工夫として、以下

のようなことも考えられる。 

・ 定期試験前後の一定期間等に、運動部共通、学校全体、市町村共通の部活動休養日を設け

る。 

・ 「中体連主催大会」前に特別強化期間
*4
等を設定する場合には、少なくとも週１日の休養日を

設けたうえで、週間、月間、年間単位での活動頻度・時間の目安を定め、休養日を振替える。 

*4 中体連主催大会前に、学校独自の休養日・活動時間を設定して活動する一定の期間のこと。 
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４ 運動部活動における事故防止について 

（１） 活動前における配慮事項 

ア 連絡体制の整備と健康状態の把握 

・校長は、学校の管理下において事故が発生した場合に備え、学校の危機管理マニュアル（部活

動中の事故を含む）を確立し、平素から運動部顧問・生徒・学校とともに共通理解が図られるよう

にする。

・校長は、各運動部顧問に対し、生徒の既往症（心臓疾患やアレルギーの有無等）を事前に把握

し、万一の際の対処法を養護教諭、生徒本人及び保護者と確認しておくよう指導する。

・運動部顧問は、活動前に生徒の体調確認を行うなど、事前の事故防止を徹底する。 

※参照１：事故発生時の連絡体制

 参照２：心停止に対する応急手当

 参照３：熱中症予防の原則

参照４：熱中症対応フロー 

イ 安全点検（施設・設備・備品・用具・ＡＥＤ設置場所確認） 

・校長は、各運動部顧問に対し、活動場所、設備、備品及び用具等の安全点検について、日

常的に行うよう指導する。 

・校長は、各運動部顧問に対し、ＡＥＤの設置場所を確実に把握するように指導するとともに、

ＡＥＤの使用方法については、各運動部顧問を積極的に研修会に参加させたり、講師を招聘し

ての校内研修会を開催したりするなどして、各運動部顧問が確実に使用できるように努める。 

（２） 活動中における配慮すべき事項 

ア 体調の確認と円滑なコミュニケーション 

・運動部顧問は、活動中にも生徒の体調確認を行うとともに、生徒が体調不良の際には、自らすぐ

に申し出ることができるよう、生徒と円滑なコミュニケーションを図っておく。

イ 生徒自身の管理 

・運動部顧問は、生徒に対し、自ら事故や熱中症等を回避することができるよう指導する。 
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（３） 天候等を考慮した指導について

 校長は、各運動部顧問に対し、活動時の気象情報には十分留意し、下記の点について指

導する。

・ 高温・多湿時において、運動部活動等が予定されている場合については、活動の延期や見直

し等、柔軟な対応を行う。なお、日程調整の関係等でやむを得ず開催する場合には、ＷＢＧＴ等

により環境温度の測定を行い、ＷＢＧＴ３１℃以上を指している間は原則として活動中止、ＷＢＧ

Ｔ２８℃以上の場合は、参加する生徒の適切な選別、こまめな水分・塩分の補給や休憩の取得、

観戦者の軽装や着帽等、児童生徒の健康管理を徹底することとし、活動中に熱中症の疑いのあ

る症状が見られた場合には、「熱中症対応フロー」（参照４）に従い、迅速に対応する。

・ 雨天時等にやむを得ず活動する場合は、生徒の衣服が濡れたままで長時間活動するなど

して、低体温症になることのないよう、健康状態に十分注意する。

・ 雷や暴風雨の際には、活動の中止や中断の判断を的確に行う。 

※参照５：落雷事故の防止について 

※参照６：落雷基礎知識 

５ 生徒のニーズを踏まえたスポーツ環境の整備 

（１） 生徒のニーズを踏まえた運動部の設置 

ア 校長は、運動する生徒としない生徒の二極化や、生徒の運動・スポーツに関するニーズ

が、友達と楽しめること、適度な頻度で行えることなど多様化している状況を踏まえ、性

別や障がいの有無に関わらず、より多くの生徒のスポーツ活動の機会の創出が図られる体

制を地域と共に考える。 

具体的な例としては、季節ごとに異なるスポーツを行う活動、競技志向でなくレクリエ

ーション志向で行う活動、体力つくりを目的とした活動等、生徒が楽しく体を動かす習慣

の形成に向けた動機づけとなるものが考えられる。 

イ  県教育委員会及び市町村教育委員会は、山形県中学校体育連盟と連携し、少子化に伴い、

単一の学校では特定の競技の運動部を設けることができない場合には、生徒のスポーツ活

動の機会が損なわれることがないよう、複数校の生徒が拠点校の運動部活動に参加する等、
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合同部活動等の体制づくりを検討する。 

ウ  山形県中学校体育連盟は、当該校の教員が行うことが原則である生徒の引率について、学

校の諸事情によりできない場合、当該教育委員会等の責任のもと他校教員の生徒引率を認め

るなどの検討を進める。 

（２） 地域との連携等 

ア  県教育委員会、学校の設置者及び校長は、学校や地域の実態に応じて、地域のスポーツ

団体との連携及び民間事業者の活用等により、部活動と地域スポーツクラブの二者択一で

はなく、学校と地域が協働・融合した形での部活動を検討するなど、生徒のスポーツ環境

整備を進める。 

イ  公益財団法人山形県体育協会、市町村体育協会、競技団体及びその他のスポーツ団体は、

県教育委員会もしくは学校の設置者と連携し、学校と地域が協働・融合した形での地域の

スポーツ環境の充実を推進する。 

また、県教育委員会及び学校の設置者が実施する部活動指導員の任用・配置や、運動部

顧問等に対する研修等、スポーツ指導者の質の向上に関する取組みに協力する。 

ウ  県教育委員会及び市町村教育委員会は、学校管理下ではない社会教育に位置付けられる

活動については、各種保険への加入や、学校の負担が増加しないこと等に留意しつつ、生

徒がスポーツに親しめる場所が確保できるよう、学校体育施設開放事業を推進する。 

エ  県教育委員会、学校の設置者及び校長は、学校と地域・保護者が共に子どもの健全な成

長のための教育、スポーツ環境の充実を支援するパートナーという考え方の下で、こうし

た取組みを推進することについて、地域・保護者の理解と協力を促す。 
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６ 学校単位で参加する大会等の見直し 

ア  山形県中学校体育連盟は、主催する学校体育大会のあり方について、上記５及び、公益財

団法人日本中学校体育連盟とともに、複数校合同チームの編成及び大会参加のあり方につい

ての見直しや、部活動と地域が融合した活動での大会参加などについて意見交換を進める。

また、参加生徒のスポーツ障害・外傷の予防の観点から、大会の規模もしくは日程等の在り

方及びスポーツボランティア等の外部人材の活用などの運営の在り方に関する見直しを行

うよう検討する。 

イ  県教育委員会、市町村教育委員会及び山形県中学校体育連盟は、学校の運動部が参加する

大会・試合の全体像を把握し、週末等に開催される様々な大会・試合に参加することが、生

徒や運動部顧問の過度な負担とならないよう大会等の見直しに向けた検討を主催者及び各

競技団体に要請する。 

ウ  校長は、生徒の教育上の意義や、生徒や運動部顧問の負担が過度とならないことを考慮し

て、参加する大会等を精査する。 
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（参照１）事故発生時の連絡体制
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（参照２）
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（参照３）
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（参照４）
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（参照５）落雷事故の防止について（平成30年7月文部科学省通知を参考） 

① 事前に天気予報を確認するとともに、天候の急変などの場合には、ためらうことなく計画

の変更・中止などの適切な措置を講ずること。 

② 日本大気電気学会編「雷から身を守る―安全対策Ｑ＆Ａ―改訂版（平成13年5月1日発行）」

によると、 

黒い厚雲が頭上に広がった際は、雷雲の接近を意識する。 

雷鳴は、かすかでも危険信号であり、雷鳴が聞こえるときは、落雷を受ける危険性があ

るため、すぐに安全な場所に避難する。 

※[安全な場所：鉄筋コンクリートの建物、自動車、バス等の内部] 

人体は、同じ高さの金属像と同様に落雷を誘引するものであり、たとえ身体に身に付け

た金属を外したり、ゴム長靴やレインコート等の絶縁物を身に付けていたりしても、落

雷を阻止する効果はない。 

気象庁のホームページにおいて、詳細な地域分布と1時間先まで10分ごとの予報を確認

できる「レーダー・ナウキャスト（降水・雷・竜巻）」（http://www.jam.go.jp/jp/radnowc/）

等の情報が掲載されている。 

（参照６）落雷基礎知識（日本大気電気学会ホームページより抜粋） 

① 雷は高いところへ落ちる！ 

平地で立った人と、低姿勢の人が並んでいた場合は、立った人へ落ちるとほぼ断定でき

る。万が一の場合は、姿勢を低く。 

② 林や森の中も危険！ 

木の下は、木への落雷による側撃雷の危険性が高い。 

③ 高い物体のそばは安全？ 

建物や車など周囲に何もないところでは、コンクリート製の電柱のそばが安全といえる。

物体が電気の伝導体で完全設置されていれば、そのそばの安全性は高い。 
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「平成 30年度全国体力･運動能力、運動習慣等調査」結果について 

1 調査の概要 

(1) 調査目的等

学校での体育・健康等に関する指導改善に活用することなどを目的に、毎年、小学校 5年生（以

下「小 5」）と中学校 2 年生（以下「中 2」）の各男女を対象に、8 種目の実技に関する調査と質問

紙による運動習慣等に関する調査を実施している。 

(2) 調査対象 

 小学校 5年生・中学校 2年生（全国悉皆調査）＊特別支援学校（小学部 2校、中学部 3校）含む

本県実施状況 学校数 男 子 女 子 合  計 

小学校 5年生 245 校 4,584 人 4,318 人 8,902 人 

中学校 2年生 101 校 4,597 人 4,393 人 8,990 人 

2 結果の概要 

（1） 体力合計平均点では小 5 女子と中 2 男女が全国平均を上回り、平成 20 年の本調査開始以降、

小 5女子、中 2女子は最高値、中 2男子は 2番目の好成績であった。また、小 5・中 2の男女

すべてが前年度の県平均を上回る結果となった。 

（2） 種目別にみると、全国平均を上回る調査項目数は、34 項目中 24 項目であり、前年度より 5項

目増加した。特に、握力、持久走、20ｍシャトルラン及び立ち幅跳びは、小 5・中 2の男女す

べてが全国平均を上回った。 

（3） 昨年、全国平均を下回っており課題としていた中 2の長座体前屈、反復横跳びについては、体

力向上対策会議で課題を共有し、改善に取り組んだ結果、今年度は顕著な伸びが見られた。全

国平均をわずかに下回ってはいるものの、全国平均とほぼ同等の結果であり、各学校での取り

組みの成果であるといえる。 

(4)  本県の課題である 50ｍ走は、小 5男女は過去 10年全国平均を下回っているものの、中学生になると

全国平均を上回る結果である。特に体力向上対策会議が始まった平成 26 年以降、向上傾向が見ら

れることから、課題に対する目的意識を持って取り組んできた成果が伺える。しかし、小 5 男女の状況

から、小学校低・中学年に対する具体的な手立てが必要である。 

3 今後の対応 

  本県の体力・運動能力は、体力向上対策会議での課題の共有化が図られ、体育授業の改善と

ともに課題に応じた各学校の 1 学校 1 取組みや外部指導者の派遣事業の活用により、全体的に

向上がみられた。 

今後は、山形大学・県体育協会と連携した「子供の体力向上推進委員会（コンソーシアム）」

において、調査結果を分析し、これまでの取組みの成果と課題を整理するとともに、改善に向け

た提言を行う。   

各教育事務所単位で開催する体力向上対策会議では、その提言を受け具体的な対応策を検討し、

各学校における授業改善に繋げ、子どもたちのさらなる体力・運動能力の向上に取組んでいく。 

また、小 5 の 50ｍ走については、重点課題として捉え、小学校低・中学年の実態把握をすると

ともに、「楽しい体育授業づくり講習会」において、新たにドリームキッズ育成担当とも連携し、

講習会を実施していくなど、具体的な手立てとして検討していく。  

平成 30 年 12月 25 日

ス ポーツ保健課

本県児童生徒の種目別結果と体力合計点

○：全国平均を上回った種目、－：全国平均を下回った種目　(全国平均を上回った項目数24項目/34項目  H29：19/34）
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

男子 6

女子 6

男子 7

女子 5

24

〇 〇 － 〇

中 学 校

２ 年 生

小 学 校
５ 年 生

〇 〇 －

〇

〇

〇 － 〇 〇

〇 〇

－ 〇 〇

－ 〇

〇 －
〇 〇 〇

〇 － － － 〇 〇 〇
〇 －

+0.18

全国

平均超

合計
山形県

+0.63

-0.14

+0.80

54.07

56.70

42.81

50.61

54.21

55.90

42.18

50.43
全国平均超合計 4 2 1 2 2 4 2 4 3

立ち幅

とび

ボール

投げ

体力合計点(点)

握力
上体起

こし

長座体

前屈

反復横

とび
持久走

20m

シャト

ルラン

50m走
全国 全国差

50ｍ走小 5男子 50ｍ走小 5女子

50ｍ走中 2男子 50ｍ走中 2女子

長座体前屈中 2男子 長座体前屈中 2女子

反復横跳び中 2男子 反復横跳び中 2女子

資 料 １
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16.40
16.50
16.60
16.70
16.80
16.90
17.00
17.10
17.20
17.30
17.40

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
18.00

18.50

19.00

19.50

20.00

20.50

21.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

30.50
31.00
31.50

32.00
32.50
33.00

33.50

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
40.00
40.50
41.00

41.50
42.00
42.50

43.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

46.00
48.00
50.00
52.00
54.00
56.00
58.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

9.25
9.30
9.35
9.40
9.45
9.50
9.55
9.60
9.65
9.70
9.75
9.80
9.85

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

148.00

150.00

152.00

154.00

156.00

158.00

160.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
21.00
22.00
23.00
24.00
25.00
26.00
27.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

52.50

53.00

53.50

54.00

54.50

55.00

55.50

56.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

16.00
16.10
16.20
16.30
16.40
16.50
16.60
16.70
16.80
16.90
17.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
16.50
17.00
17.50
18.00
18.50
19.00
19.50
20.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

35.00
35.50
36.00
36.50
37.00
37.50
38.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
36.00
37.00

38.00
39.00
40.00
41.00
42.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

36.00
38.00
40.00
42.00
44.00
46.00
48.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

9.25
9.30
9.35
9.40
9.45
9.50
9.55
9.60
9.65
9.70
9.75
9.80
9.85

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

141.00

143.00

145.00

147.00

149.00

151.00

153.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
12.00

13.00

14.00

15.00

16.00

17.00

18.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

54.00

54.50

55.00

55.50

56.00

56.50

57.00

57.50

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
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28.70
28.90
29.10
29.30
29.50
29.70
29.90
30.10
30.30
30.50
30.70

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
26.00
26.50
27.00
27.50
28.00
28.50
29.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

42.00
42.50
43.00
43.50
44.00
44.50
45.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
49.00

50.00

51.00

52.00

53.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

80.00
82.00
84.00
86.00
88.00
90.00
92.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

7.85
7.90
7.95
8.00
8.05
8.10
8.15
8.20
8.25
8.30

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

190.00

192.00

194.00

196.00

198.00

200.00

202.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
20.00

20.50

21.00

21.50

22.00

22.50

23.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

40.50

41.00

41.50
42.00

42.50
43.00

43.50
44.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

365.00
370.00
375.00
380.00
385.00
390.00
395.00
400.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

23.10
23.30
23.50
23.70
23.90
24.10
24.30
24.50
24.70
24.90
25.10

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
21.00

21.50

22.00

22.50

23.00

23.50

24.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

43.00
43.50
44.00
44.50
45.00
45.50
46.00
46.50

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
44.00

45.00

46.00

47.00

48.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

52.00
54.00
56.00
58.00
60.00
62.00
64.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

8.55
8.60
8.65
8.70
8.75
8.80
8.85
8.90
8.95
9.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

160.00

162.00

164.00

166.00

168.00

170.00

172.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
12.00

12.50

13.00

13.50

14.00

14.50

15.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

46.50
47.00
47.50
48.00
48.50
49.00
49.50
50.00
50.50
51.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

265.00

270.00

275.00

280.00

285.00

290.00

295.00

300.00

H20 H21 H22 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
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資料3

運動習慣、運動やスポーツに関する意識の結果（抜粋）

県平均 全国平均 県平均 全国平均 県平均 全国平均 県平均 全国平均

85.5% 83.0% 83.9% 83.4% 85.5% 81.4% 81.7% 78.2%

34.1% 32.9% 28.8% 26.4% 45.5% 37.8% 34.0% 29.1%

64.9% 62.7% 71.1% 66.9%

71.6% 70.0% 77.3% 75.6%

＊折れ線グラフは全国の分布です

中学校卒業後自主的に運動したい（思う） 75.0% 71.0% 63.6% 59.2%

中学校で授業以外に自主的に運動したい（思う） 77.6% 76.8% 72.4% 69.1%

84.4%

家の人から積極的な運動のすすめ（よくある・ときどきある） 61.0% 61.9% 52.6% 51.6% 55.8% 50.6% 47.0% 44.6%

87.6% 86.1%

（保健）体育の授業は楽しい（楽しい・やや楽しい） 95.1% 94.6% 91.9% 90.7% 90.6% 89.3% 86.4%

88.6% 81.2% 78.8%

あなたにとって運動やスポーツ（大切・やや大切） 91.9% 92.3% 89.6% 89.0% 92.3% 91.0%

１日の睡眠時間（８時間以上）

運
動
や
ス
ポ
ー

ツ
に
関
す
る
意
識

 運動やスポーツをすること（好き・やや好き） 93.2% 93.0% 89.0% 86.5% 89.8%

生
活
習
慣
の
状
況

①
食
事

朝食を食べる（毎日食べる）

夕食を食べる（毎日決まった時間に食べる）

②
睡
眠

１日の睡眠時間（６～８時間）

208.8 210.9 220.1

部活動が占める時間　日曜日（分） 106.7 143.0 107.9 139.1

107.5

運
動
部
活
動

に
関
す
る
状
況

部活動が占める時間　平  日（分） 485.2 552.2 491.2 558.8

部活動が占める時間　土曜日（分） 195.5

168.3 156.4

日曜日運動時間の平均（分） 105.3 137.5 57.3 68.1 137.1 166.3 102.4

917.1 696.8 668.7

土曜日運動時間の平均（分） 111.5 143.4 71.1 78.6 205.3 214.3

18.1% 15.2% 10.6%

②
運
動
時

間

１週間の総運動時間の平均（分）（体育の授業を除く） 507.7 589.7 336.6 354.4 880.6

51.4%

 運動部所属　複数回答可　　（運動部） 85.9% 77.4% 66.7% 58.5%

 運動部所属　複数回答可　（スポーツクラブ） 20.9%

運
動
習
慣
の
状
況

①
所
属

 運動部・スポーツクラブ への所属（加入） 75.1% 78.0% 53.4%

は、全国平均と比べ良好な県平均値

質　問　内　容
小　学　校　５　年　生 中　学　校　２　年　生
男子 女子 男子 女子
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小学校男子 

総運動時間４２０分以上 

５３．５％（全国５４．０％） 

総運動時間60分未満 

７．１％（全国７．２％） 
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小学校女子 
総運動時間６０分未満 

１２．５％（全国１３．２％） 

総運動時間４２０分以上 

３２．０％（全国３０．６％） 
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中学校男子 
総運動時間６０分未満 

３．６％（全国６．９％） 

総運動時間４２０分以上 

９１．４％（全国８５．２％） 
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中学校女子 
総運動時間６０分未満 

１５．６％（全国１９．８％） 

総運動時間４２０分以上 

６９．７％（全国６１．５％） 
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議第 １ 号 

 

   山形県体育館及び山形県武道館の指定管理者の指定について 

 

山形県体育館及び山形県武道館の指定管理者の指定について、地方自治法（昭和 22

年法律第 67 号）第 244 条の２第３項の規定により、次のとおり指定する。 

 

１ 公の施設の名称  山形県体育館及び山形県武道館 

２ 指定する団体  山形市長苗代 61 番地 

           公益財団法人山形市体育協会 

３ 指 定 の 期 間  平成 31 年４月１日から平成 34 年３月 31 日まで 

 

   提 案 理 由 

山形県体育館及び山形県武道館の指定管理者を指定するため提案するものである。 

 

平成 30 年 12 月 25 日提出 

 

山形県教育委員会 

教育長 廣 瀬  渉 
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議第 ２ 号 

 

   山形県青年の家の指定管理者の指定について 

 

山形県青年の家の指定管理者の指定について、地方自治法（昭和22年法律第67号）

第 244 条の２第３項の規定により、次のとおり指定する。 

 

１ 公の施設の名称  山形県青年の家 

２ 指定する団体  山形市大字志戸田 550 番地 

           山形県青年の家管理企業体 

３ 指 定 の 期 間  平成 31 年４月１日から平成 36 年３月 31 日まで 

 

   提 案 理 由 

山形県青年の家の指定管理者を指定するため提案するものである。 

 

平成 30 年 12 月 25 日提出 

 

山形県教育委員会 

教育長 廣 瀬  渉 
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議第 ３ 号 

 

   山形県朝日少年自然の家の指定管理者の指定について 

 

山形県朝日少年自然の家の指定管理者の指定について、地方自治法（昭和 22 年法

律第 67 号）第 244 条の２第３項の規定により、次のとおり指定する。 

 

１ 公の施設の名称  山形県朝日少年自然の家 

２ 指定する団体  山形市鉄砲町二丁目 13 番 18 号 

           株式会社ヤマコー 

３ 指 定 の 期 間  平成 31 年４月１日から平成 34 年３月 31 日まで 

 

   提 案 理 由 

山形県朝日少年自然の家の指定管理者を指定するため提案するものである。 

 

平成 30 年 12 月 25 日提出 

 

山形県教育委員会 

教育長 廣 瀬  渉 

3－1


